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どを調査項目として調査を実施しました。有効回答者数は 1,036 名（民間企業 509 名、大






年度）、47.5％（2002 年度）、49.0％（2004 年度）であった。 





が 83.3%と高いが、民間企業に所属するものは 53.0％と低い。 
 
③ 回答者全体の異動回数平均は 1.32 回であり、そのうち博士号取得者（回答者全体の
55.7%）の異動回数平均は 1.53 回、博士号未取得者の異動回数平均 1.07 回である。ま
たポスドク経験者（回答者全体の 12.0%）に着目すると異動平均回数は 2.65 回と更に
多く、博士号取得者特にポスドク経験者が研究者の流動性を担っている。 
 
④ 異動全体で不明を除く回答（回答者の異動延べ総数 1,371 回：うち不明が 357 回）のう
ちでは、国内機関間の異動は 88.2％と大半を占め、国内機関から海外機関への異動が











































































異動経験あり 異動経験なし  






平均回数 1.07 回と比べると、博士号取得者の異動回数は多い。 








































動は 6.0%、海外機関間の異動は 0.5%である。国内海外間の流動は少ない。 
 
表 1. 国内外のキャリア異動回数（延べ数） 
異動先 [N=1,014] 
※不明を除く 国内機関 海外機関
894 回 54 回国内 
機関 88.2% 5.3%





























































































































図 8.  国内から海外への流動性が先進諸国に比べ低い理由 


















































図 9. 日本において研究者の流動性が増加した際のメリット 















































には OECD・EUROSTAT・UNESCO が「博士号取得後のキャリアパス Careers of 
Doctorate Holders (CDH)」プロジェクトを立ち上げた。このプロジェクトには、米国・日


































2005 年度中に JSTPlus ファイル（※）に登録された論文（約 83 万件）から無作為に抽出し
た論文の第 1 著者もしくは第 2 著者を、現在研究活動を行っている研究者とみなして、そ











調査票発送日：2008 年 2 月 








調査対象者 2,000 名のうち、1,036 名の有効回答を得ることができた。回収率は 51.8％で
ある。セクターごとの回収率は、大学等 51.7％、公的研究機関 59.4％、民間企業 51.2％、
非営利団体・その他 36.0％である。（表 1） 








民間企業 995 509 51.2 
非営利団体 
・その他 
100 36 36.0 
公的機関 303 180 59.4 
大学等 602 311 51.7 













図 1 回答者の性別内訳 
＜年齢構成＞ 
回答者全体では、24 歳以下が全体の 0.1%、25 歳～34 歳が 10.3%、35 歳～44 歳が 28.5%、
































24歳以下 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 不明
 



































































17.4% (180名) 30.1% (311名)




民間企業 非営利団体・その他 公的機関 大学等
 
図 6 回答者の勤務先セクター 
 
年齢構成別に見ると、55 際以上 64 歳以下の回答者においては大学等に勤務するものの割
合が 41.0%と多く、35 歳以上 44 歳以下の回答者においては民間企業に勤務するものの割







































民間企業 非営利団体・その他 公的機関 大学等
 




回答者の現在勤めている勤務先における勤務年数内訳は、10 年以上のものが 572 名
（57.3%）を占め、5 年以上 10 年未満のものが 220 名（22.0%）、3 年以上 5 年未満のもの






















1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上
 
図 8 回答者の勤務年数 
＜勤務担当分野＞ 
回答者の勤務担当分野は、工学分野が 543 名（52.5%）と最も多く、次いで保健分野 249
名（24.1%）、理学分野 129 名（12.5%）、農学分野 98 名（9.5%）、社会科学 9 名（0.9%）、
































































人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健  








































人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 その他出典：平成19年科学技術研究調査報告を基に作成
 






















任期有 任期無 無回答・不明  





















任期有 任期無 無回答・不明  
















①フルタイム ②パートタイム ③無回答・不明  




のの平均年収は 932.7 万円（平均年齢 45.9 歳）であり、大学等にフルタイムで勤務するも
のは 934.7 万円（平均年齢 49.6 歳）、公的研究機関にフルタイムで勤務するものは 827.9
万円（平均年齢 46.5 歳）である。 
表 2 平均年収（勤務形態・セクター別） 
   勤務形態 
   フルタイム パートタイム 













民間企業 932.7 45.9 484 516.7 65.3 6 
非営利団体・
その他 825.2 52.7 27 248.0 70.6 5 
公的機関 827.9 46.5 174 533.3 66.0 3 
勤務先
 







短大、高専等のものも 4.3％存在する。（図 15） 
セクターごとに比較してみると、やはり大学等のセクターでは課程博士、論文博士の占




























高校、短大、高専等 学士まで 修士まで 博士満期退学 博士（課程） 博士（論文） 不明
 











































高校、短大、高専等 学士まで 修士まで 博士満期退学 博士（課程） 博士（論文） 無効
 

























するものは、全体の 47.7%とほぼ半分を占める。次いで民間企業 31.4%、公的機関 17.7%
である。（図 18）一方博士号を取得していないものは、民間企業に勤務するものが全体の




















































本国内で取得した研究者は名 327 名（有効回答総数 577 名）存在し、博士号取得者全体の
56.7%を占める。一方、修士号・博士号とも海外で取得した研究者は 2 名しかおらず全体の
0.3%に過ぎない。（表 3） 
表 3 修士号・博士号を取得した国 
  博士号を取得した国 




  人数[名] 人数[名] 人数[名] 人数[名] 
修士号を取得した国 [割合(％)] [割合(％)] [割合(％)] [割合(％)] 
327 8 1 336 日本 
[56.7]  [1.4]  [0.2]  [58.2]  
 13 
8 2 2 12 
日本以外の国 
[1.4]  [0.3]  [0.3]  [2.1]  
87 102 40 229 
不明・無回答 
[15.1]  [17.7]  [6.9]  [39.7]  
422 112 43 577 合計 


















































図 21 博士号取得者の勤務担当分野 
 14 













文学（文学、文芸学、言語学、外国語学、児童文学など） 0 0 0 0 0 
人文科学 その他（史学、地理学、哲学、宗教学、心理学、人文学、文化学、図書館学、文化
人類学、人間関係学、行動科学など） 
1 1 0 2 4 
商学経済（商学、経済学、経営学、会計学、流通学、金融学、財政学、産業学、
経営工学、経営情報学、経済情報学、経営システム学など） 
0 0 0 0 0 
社会学（社会学、新聞学、広報学、社会福祉学、介護福祉学、観光学など） 0 0 0 0 0 
社会科学 
その他（法学、政治学、行政学、国際関係学、政策科学など） 1 0 1 0 2 
数学物理（数学、数理学、情報数理学、情報科学、計算科学、物理学、物性学、
物質理学、天文学、宇宙物理学など） 
11 5 1 0 17 
化学（化学、基礎化学、高分子学、生物応用化学など） 15 5 1 0 21 
生物（生物学、生化学、動物学、植物学、生物化学、生物資源学、生命科学、生
体機構学、自然環境学など） 
16 8 2 0 26 
地学（地質学、鉱物学、地球科学、地理学など） 3 3 0 0 6 
理学 








48 26 1 0 75 
土木建築（土木工学、建築工学、交通工学、都市工学、都市システム工学、建設
都市工学、環境建設学、環境デザイン工学、環境計画学など） 
11 8 1 0 20 
材料（鉱山学、資源工学、鉱山土木学、金属工学、金属材料学、機械材料工学、
材料機能工学、材料加工学、材料工学、素材工学、材料プロセス工学など） 
25 19 5 2 44 
繊維（繊維工学、繊維化学、繊維染料学、繊維機械学、有機材料工学、高分子
材料工学など） 





25 23 0 0 48 
農林（農学、園芸学、農業生物学、経営農学、農業生産学、植物防疫学、環境緑
地学、林学、森林科学、植物資源学など） 
7 14 1 1 23 
獣医畜産（獣医学、畜産学、酪農学、畜産経営学、畜産食品工学、畜産生産科
学、動物資源科学など） 
2 5 0 0 7 
水産（水産学、漁業学、増殖学、水産養殖学、栽培漁業学、水産化学、水産食品
学、海洋生物資源学など） 





11 11 2 1 25 
医学歯学（医学、歯学） 66 64 7 10 147 
薬学（薬学、薬剤学、衛生薬学、製薬学など） 6 13 0 5 24 保健 
その他（看護学、保健衛生学、医療工学、臨床検査技術学、理学療法学、臨床心
理学、栄養学、医療経営管理学など） 
4 2 3 4 13 
不明・無回答  13 3 16 

















文学（文学、文芸学、言語学、外国語学、児童文学など） 0 0 0 0 0 
人文科学 その他（史学、地理学、哲学、宗教学、心理学、人文学、文化学、図書館学、文化
人類学、人間関係学、行動科学など） 
1 1 0 1 3 
商学経済（商学、経済学、経営学、会計学、流通学、金融学、財政学、産業学、
経営工学、経営情報学、経済情報学、経営システム学など） 
0 1 0 0 1 
社会学（社会学、新聞学、広報学、社会福祉学、介護福祉学、観光学など） 1 0 0 0 1 
社会科学 
その他（法学、政治学、行政学、国際関係学、政策科学など） 1 0 1 0 2 
数学物理（数学、数理学、情報数理学、情報科学、計算科学、物理学、物性学、
物質理学、天文学、宇宙物理学など） 
5 7 0 0 12 
化学（化学、基礎化学、高分子学、生物応用化学など） 16 6 1 0 23 
生物（生物学、生化学、動物学、植物学、生物化学、生物資源学、生命科学、生
体機構学、自然環境学など） 
21 8 4 0 33 
地学（地質学、鉱物学、地球科学、地理学など） 4 2 0 0 6 
理学 








47 29 1 0 77 
土木建築（土木工学、建築工学、交通工学、都市工学、都市システム工学、建設
都市工学、環境建設学、環境デザイン工学、環境計画学など） 
15 9 1 0 25 
材料（鉱山学、資源工学、鉱山土木学、金属工学、金属材料学、機械材料工学、
材料機能工学、材料加工学、材料工学、素材工学、材料プロセス工学など） 
23 20 0 0 43 
繊維（繊維工学、繊維化学、繊維染料学、繊維機械学、有機材料工学、高分子
材料工学など） 





17 22 0 0 39 
農林（農学、園芸学、農業生物学、経営農学、農業生産学、植物防疫学、環境緑
地学、林学、森林科学、植物資源学など） 
10 11 1 1 23 
獣医畜産（獣医学、畜産学、酪農学、畜産経営学、畜産食品工学、畜産生産科
学、動物資源科学など） 
0 4 0 0 4 
水産（水産学、漁業学、増殖学、水産養殖学、栽培漁業学、水産化学、水産食品
学、海洋生物資源学など） 





7 9 1 2 19 
医学歯学（医学、歯学） 66 58 8 7 139 
薬学（薬学、薬剤学、衛生薬学、製薬学など） 7 16 0 4 27 保健 
その他（看護学、保健衛生学、医療工学、臨床検査技術学、理学療法学、臨床心
理学、栄養学、医療経営管理学など） 
9 10 4 9 32 
不明・無回答  8 3 11 





表 6 博士号取得者の博士号取得分野と勤務担当分野の関係 














無効 19 3.3 








回答者の博士号取得時の年齢について、男性の平均は 34.2 歳、女性の平均は 35.4 歳であ
る。分野別にみると、理学分野の博士号取得年齢が最も低い。（表 7） 
その理由の一つとして、課程博士と論文博士の割合について表 4を用いて比較してみる
と、理学分野の課程博士割合は約 71%（課程博士 51 名、論文博士 21 名）であり、工学分
野は約 61%（課程博士 150 名、論文博士 95 名）、農学分野は約 43%（課程博士 26 名、論
文博士 34 名）、保健分野は約 47%（課程博士 86 名、論文博士 98 名）であり、理学分野に
おける課程博士の割合が多いため、博士号取得時の年齢平均が低いと想定される。 
表 7 回答者の博士号取得時の年齢（男女別、分野別） 
取得時の年齢[歳] 
男性 有効 回答者数 平均 中央値 
不明・無
回答数 
人文科学 2 34.5 34.5 0 
社会科学 1 35.0 35.0 0 
理学 64 31.5 30.0 2 
工学 238 35.5 34.0 5 
農学 54 34.0 34.0 1 
保健 151 33.3 32.0 4 
不明・無回答 13   
合計 523 34.2 32.0 12 
     
     
取得時の年齢[歳] 
女性 有効 回答者数 平均 中央値 
不明・無
回答 
人文科学 2 44.0 34.5 0 
社会科学 1 32.0 35.0 0 
理学 4 28.0 30.0 0 
工学 2 33.5 34.0 0 
農学 4 32.8 34.0 1 
保健 28 36.5 32.0 1 
不明・無回答 3   
























































































































図 23 博士号取得時における経済的支援（論文博士） 
 19 
＜教育経験＞ 






































































図 26 異動経験の有無（経年変化） 
 21 
＜キャリア異動回数（性別、年齢別）＞ 
キャリア異動者の異動回数内訳を見ると、異動回数 1 回の研究者は全体の 35.6%（369
名）を占める。また、複数回（2 回以上）のキャリア異動を経験したものは全体の 30.5%に
過ぎない。（図 25、図 27） 







歳以下の回答者の値（1.59 回）と 55 歳以上 64 歳以下の回答者の値（1.53 回）が逆転して
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キャリア異動回数 0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回 9回 10回以上
 











































































































平均回数 1.07 回と比べると、博士号取得者の異動回数は多い。 
また、博士号取得者のうちでポスドク経験者と未経験者のキャリア異動回数を比較する
































































































































民間企業 非営利団体・その他 公的機関 大学等 全体
(%)





































































































＜直近 2 年間の投稿論文数＞ 
回答者の直近 2 年間に投稿した論文数（査読付き）について、現在の勤務先セクター別
に一人あたりの論文数を比較してみると、大学に勤務するものが 13.0 本と最も多く、次い
で公的研究機関（5.3 本）となり、民間企業、非営利団体に勤務するものはそれぞれ 1.8 本、
1.9 本と投稿論文数は少ない。（図 35 ＜参照：全体[黄色部分]＞） 
次に、キャリア異動経験の有無で比較すると、大学に勤務するもののうちキャリア異動













































[N=202][N=224][N=426] [N=5] [N=23][N=28] [N=46][N=112][N=158] [N=47][N=254][N=301] [N=300][N=613][N=913]
 
図 35 回答者の直近 2 年間に投稿した論文数（異動経験別、セクター別） 
 
＜直近 2 年間の特許出願数＞ 
回答者の直近 2 年間に出願した特許数について、現在の勤務先セクター別に一人あたり
の特許出願数を比較してみると、民間企業に勤務するものが 4.1 件と最も多く、大学、公的
研究機関、非営利団体に勤務するものはそれぞれ 1.0 件、0.8 件、0.3 件と特許出願件数は
少ない。（図 36 ＜参照：全体[黄色部分]＞） 
これをキャリア異動経験の有無で比較すると、上記した投稿論文数の結果と全く異なり、
民間企業に勤務するもののうちキャリア異動経験のあるもの（3.2 件）より異動経験のない















































[N=210][N=226][N=436] [N=4] [N=21][N=25] [N=44] [N=97][N=141] [N=40][N=225][N=265] [N=298] [N=569][N=867]  
図 36 回答者の直近 2 年間に出願した特許数（異動経験別、セクター別） 
 
＜参考：直近 2 年間の投稿論文数・特許出願数（年齢構成別、分野別）＞ 
ここでは、回答者の直近 2 年間に投稿した論文数や出願した特許数について年齢別に違
いを見ると、投稿論文数については年齢が高くなるに従い数が増加しており、55 歳以上 64
















































































































































のが約 9 割を占める。（図 41）また、海外勤務経験者を現在の勤務セクター別に比較する
と、大学等に勤務するものは 62.7%と多くを占め、それ以外では公的研究機関、民間企業
がともに 16.4%を占める。（図 42） 
また海外勤務経験者の勤務先国は、地域別にみると北米が 67 名と最も多く全体の 73%を
占める。次いで西ヨーロッパが 20 名（全体の 22%）、東南アジア 4 名（全体の 4%）、西ア
ジア 1 名（全体の 1%）である。国としては、アメリカが 60 名、イギリス、ドイツが 6 名、

































民間企業 非営利団体・その他 公的機関 大学等 不明・無効  







































（全 1,371 回）を整理すると、不明もしくは無記入のものが 357 回存在し、これらを除く全
1,014 回の異動のうち、国内機関間の異動は全体の 88.2%（のべ 894 回）を占め、国内機関
から海外機関への異動は 5.3%（54 回）、海外機関から国内機関への異動は 6.0%（61 回）、











[N=1014 ※不明357回を除く]  




回（全 894 回）と最も多く、次いで大学間の異動が 200 回、公的研究機関間が 145 名と同
機関間の異動が多い。次いで、公的研究機関から大学等への異動が 53 名、民間企業から大




については、大学間の異動が 21 回（全 54 回）を占めており、海外機関から国内機関への
異動についても大学間の異動が 32 回（全 61 回）を占める。またサンプル数は非常に少な




894 回 54 回国内 
機関 88.2% 5.3%


















民間企業 275 9 23 43 350 
非営利団体・その他 4 15 10 22 51 
公的研究機関 12 9 145 53 219 
異動元
 
大学等 17 16 41 200 274 











民間企業 6 0 3 5 14 
非営利団体・その他 0 0 1 0 1 
公的研究機関 0 1 3 6 10 
異動元
 
大学等 1 1 6 21 29 











民間企業 2 0 0 0 2 
非営利団体・その他 1 0 2 3 6 
公的研究機関 2 0 1 9 12 
異動元
 
大学等 4 0 5 32 41 











民間企業 0 0 0 0 0 
非営利団体・その他 0 0 0 0 0 
公的研究機関 0 0 0 1 1 
異動元
 
大学等 1 0 1 2 4 























































































































































































































図 50 5 段階評価による回答方法の例 
 
＜日本人研究者の流動状況＞ 









1 2 3 4 5平均値
極めて増加したやや増加した変化していないやや減少した極めて減少した
 





















































































































































































































































































































































































































































































































どを調査項目として調査を実施した。有効回答者数は 1,036 名（民間企業 509 名、大学等






年度）、47.5％（2002 年度）、49.0％（2004 年度）であった。 





が 83.3%と高いが、民間企業に所属するものは 53.0％と低い。 
 
③ 回答者全体の異動回数平均は 1.32 回であり、そのうち博士号取得者（回答者全体の
55.7%）の異動回数平均は 1.53 回、博士号未取得者の異動回数平均 1.07 回である。ま
たポスドク経験者（回答者全体の 12.0%）に着目すると異動平均回数は 2.65 回と更に
多く、博士号取得者特にポスドク経験者が研究者の流動性を担っている。 
 
④ 異動全体で不明を除く回答（回答者の異動延べ総数 1,371 回：うち不明が 357 回）のう
ちでは、国内機関間の異動は 88.2％と大半を占め、国内機関から海外機関への異動が

























































男性 女性 不明 総数
947 89 3 1039
問１－２　 回答者の年齢と性別
 
男性 女性 不明 有効回答総数
24歳以下 1 0 0 1
25歳以上34歳以下 94 13 0 107
35歳以上44歳以下 267 28 0 295
45歳以上54歳以下 335 25 0 360
55歳以上64歳以下 211 19 0 230
65歳以上 38 4 0 42
不明 1 0 3 4





問３  回答者の出生地    
        
    
  男性 女性 有効回答総数
日本       
 北海道 43 5 48
 青森県 6 1 7
 岩手県 8 1 9
 宮城県 15 0 15
 秋田県 7 0 7
 山形県 8 0 8
 福島県 6 1 7
 茨城県 8 3 11
 栃木県 6 0 6
 群馬県 11 2 13
 埼玉県 25 2 27
 千葉県 20 4 24
 東京都 133 8 141
 神奈川県 36 4 40
 新潟県 17 4 21
 富山県 11 0 11
 石川県 16 1 17
 福井県 7 0 7
 54 
 山梨県 8 1 9
 長野県 17 3 20
 岐阜県 23 1 24
 静岡県 29 3 32
 愛知県 61 4 65
 三重県 16 0 16
 滋賀県 9 0 9
 京都府 33 0 33
 大阪府 69 8 77
 兵庫県 60 4 64
 奈良県 10 0 10
 和歌山県 11 0 11
 鳥取県 9 0 9
 島根県 4 0 4
 岡山県 21 2 23
 広島県 24 3 27
 山口県 14 2 16
 徳島県 6 2 8
 香川県 4 1 5
 愛媛県 14 0 14
 高知県 9 1 10
 福岡県 38 7 45
 佐賀県 9 0 9
 長崎県 10 1 11
 熊本県 8 3 11
 大分県 10 2 12
 宮崎県 3 2 5
 鹿児島県 20 0 20
 沖縄県 1 1 2
 不明 8 2 10
小計 941 89 1030
海外       
 東南アジア 4 0 4
中国 4 0 4
 西アジア 0 0 0
 中近東 0 0 0
 アフリカ 0 0 0
   西ヨーロッパ 0 0 0
   東ヨーロッパ 0 0 0
   北米及び中米 0 0 0
   南米 0 0 0
   大洋州 0 0 0
 その他 2 0 2
無国籍(不明等） 2 0 2






日本 932 86 1018
韓国（・朝鮮） 1 1 2
中国 2 0 2
　　　その他（無記入、不明含） 12 2 14




回答者の子供の有無 有 無 無回答 回答総数
788 246 2 1036
人数（回答数） 5歳以下 6歳から18歳 19歳以上
172 385 397
人数（合計値） 5歳以下 6歳から18歳 19歳以上





勤務場所 日本 海外 無回答 有効回答総数
男性 942 2 0 944
女性 89 0 0 89
合計 1031 2 3 1036
問６．２
セクター別 民間企業 非営利団体・その 公的機関 大学等
有効回答
総数
※複数回答有 男性 [N=945] 491 28 158 268 945
女性 [N=89] 18 6 22 43 89
合計 [N=1034] 509 34 180 311 1034
問６．３
勤務年月
※複数回答有 男性 [N=912] 女性 [N=86] 合計 [N=998] 男性 [N=912] 女性 [N=86] 合計 [N=998]
1年未満 10 0 10 1.1 0.0 1.0
1年以上3年未満 83 10 93 9.1 11.6 9.3
3年以上5年未満 88 15 103 9.6 17.4 10.3
5年以上10年未満 191 29 220 20.9 33.7 22.0
10年以上 540 32 572 59.2 37.2 57.3






勤務担当分野 分野 番号 詳細分野 男性 女性 有効回答総数 総数
※複数回答有 1 文学 0 0 0
2 その他 6 1 7
3 商学経済 3 0 3
4 社会学 2 1 3
5 その他 2 1 3
6 数学物理 19 1 20
7 化学 42 4 46
8 生物 42 9 51
9 地学 9 0 9
11 その他 3 0 3
12 機械船舶航空 119 0 119
13 電気通信 169 2 171
14 土木建築 63 2 65
15 材料 75 0 75
16 繊維 13 1 14
17 その他 99 99
18 農林 37 5 42
19 獣医畜産 15 1 16
20 水産 9 0 9
21 その他 27 4 31
22 医学歯学 133 16 149
23 薬学 27 6 33
24 その他 36 31 67



















職務の任期 任期有 任期無 無回答・不明
有効回答
総数
男性 [N=947] 187 751 9 947
女性 [N=89] 29 58 2 89
合計 [N=1,036] 216 809 11 1036
男性 [N=947] 19.7 79.3 1.0
女性 [N=89] 32.6 65.2 2.2










※複数回答有 フルタイム パートタイム 無回答・不明
有効回答
総数
男性 [N=947] 925 18 4 947
女性 [N=89] 86 2 1 89
合計 [N=1,036] 1011 20 5 1036
男性 [N=947] 97.7 1.9 0.4
女性 [N=89] 96.6 2.2 1.1













男性 1 9 889 899
女性 1 2 75 78












（見込・税込収入） 男性 897.7 921
女性 654.2 85










高校、短大、高専等 33 12 45
学士まで 185 15 200
修士まで 180 16 196
博士満期退学 12 0 12
博士（課程） 298 20 318
博士（論文） 233 26 259
不明 6 0 6






文学（文学、文芸学、言語学、外国語学、児童文学など） 0 0 0
その他（史学、地理学、哲学、宗教学、心理学、人文学、文化






光学など） 0 0 0
その他（法学、政治学、行政学、国際関係学、政策科学など） 1 1 2
数学物理（数学、数理学、情報数理学、情報科学、計算科学、物
理学、物性学、物質理学、天文学、宇宙物理学など） 16 1 17
化学（化学、基礎化学、高分子学、生物応用化学など） 20 1 21
生物（生物学、生化学、動物学、植物学、生物化学、生物資源
学、生命科学、生体機構学、自然環境学など） 24 2 26
地学（地質学、鉱物学、地球科学、地理学など） 6 0 6


























防疫学、環境緑地学、林学、森林科学、植物資源学など） 21 2 23
獣医畜産（獣医学、畜産学、酪農学、畜産経営学、畜産食品工
学、畜産生産科学、動物資源科学など） 7 0 7
水産（水産学、漁業学、増殖学、水産養殖学、栽培漁業学、水産





医学歯学（医学、歯学） 130 17 147
薬学（薬学、薬剤学、衛生薬学、製薬学など） 19 5 24
その他（看護学、保健衛生学、医療工学、臨床検査技術学、理
学療法学、臨床心理学、栄養学、医療経営管理学など） 6 7 13

















日本 327 8 1 336
日本以外の国 8 2 2 12
不明・無回答 87 102 40 229







経済的支援の種類 主財源 副財源 該当なし 有効回答総数
1 大学独自の基金等による奨学金 8 11 480 499
2 大学の所在国の政府からの奨学金 77 41 421 539
3 大学の所在国の個人あるいは団体からの奨学金 60 62 401 523
4 大学の所在国以外の個人、団体、政府機関からの奨学金 3 8 481 492
5 配偶者・パートナー・家族の支援（大学の所在国から） 97 104 334 535
6 配偶者・パートナー・家族の支援（大学の所在国以外から） 0 4 491 495
7 雇用者からの奨学金または支援 32 29 443 504
8 TAの収入 3 52 443 498
9 RAの収入 6 21 466 493
10 仕事（フルタイム）の収入 296 13 243 552
11 仕事（パートタイム）の収入 57 137 349 543
12 ローンにより費用を充当 1 5 488 494
13 自分の貯蓄を充当 36 68 401 505
14 その他 12 6 18



















研究者という職業を選択した理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 創造性が高く、イノベーティブ 776 112 152 888
2 給料が高い 53 771 215 824
3 昇進の機会が多い 31 796 212 827
4 社会保険制度が充実している 80 740 219 820
5 雇用が安定している 202 624 213 826
6 仕事環境が良い 419 418 202 837
7 自由度が高い 658 204 177 862
8 社会への貢献 676 183 180 859
9 他に職業がなかった 76 749 214 825
10 論文等著作が出しやすい 212 613 214 825
11 キャリアの中で研究が必要とされている 294 545 200 839
































































































































































ポスドク選択の理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 博士課程で専攻した研究分野におけるさらなるトレーニング 71 40 928 111
2 博士課程で専攻した研究分野以外の分野におけるトレーニ 28 75 936 103
3 特定の大学や研究機関での研究、あるいは特定の研究者との研究 68 37 934 105
4 一般的に当該分野ではポスドクを経験することが期待されて 33 74 932 107
5 他に職が見つからなかった 34 69 936 103



















海外での研究実施の理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 海外で博士号の取得を目指した 13 211 815 224
2 日本で博士号を取得し、さらに研鑽した 130 100 809 230
3 ポスドクが終了した 5 218 816 223
4 日本の機関での雇用契約が終了した 5 218 816 223
5 雇用機関から派遣された 136 100 803 236
6 ポスドクの職が見つかった 48 176 815 224
7 ヘッドハンティングされた 10 215 814 225
8 さらに給与の高い職業が見つかった 1 221 816 222
9 論文等の成果を出しやすかった 78 150 811 228
10 研究のさらなる発展や継続が可能であった 178 64 797 242
11 日本には存在しない研究分野で仕事ができた 111 121 807 232
12 自分自身の研究チームの構築が可能であった 16 208 815 224
13 新しい研究チームを作れる可能性があった 29 193 817 222
14 家族の事情があった 9 214 816 223
15 経済的な理由があった 3 220 816 223

































海外での研究活動中止の理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 日本で博士号を取得するため 5 179 855 184
2 海外で博士号を取得し終わった 8 176 855 184
3 ポスドクの契約が終了した 39 149 851 188
4 雇用期間が終了した 51 140 848 191
5 雇用機関から派遣された 73 116 850 189
6 ポスドクの職が見つかった 6 179 854 185
7 ヘッドハンティングされた 11 172 856 183
8 さらに給与の高い職業が見つかった 10 174 855 184
9 日本のほうがポストを見つけやすかった 22 164 853 186
10 論文等の成果を出しやすかった 2 182 855 184
11 研究のさらなる発展や継続が可能であった 53 132 854 185
12 海外には存在しない研究分野で仕事ができた 9 175 855 184
13 自分自身の研究チームの構築が可能であった 39 149 851 188
14 新しい研究チームを作れる可能性があった 31 153 855 184
15 家族の事情があった 42 146 852 188
16 経済的あるいは政治的な理由があった 35 149 855 184








































予定している 予定していない 無回答 有効回答数















海外で研究を予定する理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 海外で博士号を取得する 1 20 0 21
2 日本で博士号を取得し、さらに研鑽を積む 6 15 0 21
3 ポスドクが終了する 0 21 0 21
4 雇用期間が終了する 3 18 0 21
5 雇用機関から派遣される 8 13 0 21
6 ポスドクの職が見つかった 1 20 0 21
7 ヘッドハンティングされた 5 16 0 21
8 さらに給与の高い職業が見つかった 2 19 0 21
9 海外の方が職を見つけやすい 2 19 0 21
10 論文等の研究成果を出しやすい 7 14 0 21
11 研究のさらなる発展や継続が可能 17 4 0 21
12 日本には存在しない研究分野で仕事ができる 9 12 0 21
13 自分自身の研究チームの構築が可能 3 18 0 21
14 新しい研究チームを作れる可能性 9 12 0 21
15 家族の事情がある 0 21 0 21
16 経済的理由のため 0 21 0 21












0回 329 22 351
1回 346 23 369
2回 117 21 138
3回 71 8 79
4回 43 7 50
5回 18 7 25
6回 11 1 12
7回 6 0 6
8回 4 0 4
9回 2 0 2
10回以上 0 0 0
合計人数 947 89 1036
移動回数合計 1213 158 1371





総数 97 13 110
民間企業 16 2 18
非営利団
体・その他 3 1 4
公的機関 17 1 18
大学等 60 9 69





































民間企業 275 9 23 43 350
非営利団体・その他 4 15 10 22 51
公的研究機関 12 9 145 53 219
大学等 17 16 41 200 274




民間企業 6 0 3 5 14
非営利団体・その他 0 0 1 0 1
公的研究機関 0 1 3 6 10
大学等 1 1 6 21 29




民間企業 2 0 0 0 2
非営利団体・その他 1 0 2 3 6
公的研究機関 2 0 1 9 12
大学等 4 0 5 32 41




民間企業 0 0 0 0 0
非営利団体・その他 0 0 0 0 0
公的研究機関 0 0 0 1 1
大学等 1 0 1 2 4













































人数 56 523 182 29 9 240 1039


















国内機関間 3 45 107 423 254 207 1039
平均値
国内から海外 8 91 126 333 229 252 1039
平均値



























が高い 10 82 188 213 54 15 562 3.40
日本の方が研究施設や研究設備が
充実している 7 97 177 215 43 23 562 3.35
日本の方がポストをみつけやすい 36 234 99 127 35 31 562 2.79
日本の方が研究資金が潤沢である 9 42 167 242 73 29 562 3.62
日本の方が生活環境がよい 67 302 113 56 8 16 562 2.33
日本の方が給与水準がよい 12 113 199 145 30 63 562 3.13
他の先進国と距離的に離れている 66 270 116 65 24 21 562 2.46
海外へ移籍した後、日本に帰ってく
るポストがあるか不安 188 292 34 21 4 23 562 1.82
海外の研究機関に移籍するための




49 228 129 102 27 27 562 2.68
優秀な研究者は所属機関が手放さ























海外の方が研究レベルが高い 58 246 191 74 9 30 608 2.53
海外の方が研究施設や研究設備が
充実している 76 254 166 72 3 37 608 2.43
海外の方がポストを見つけやすい 90 277 124 59 3 55 608 2.29
海外の方が研究資金が潤沢である 77 278 159 44 2 48 608 2.32
海外の方が生活環境がよい 30 166 229 119 10 54 608 2.84
海外の方が給与水準がよい 47 165 222 83 10 81 608 2.70
他の先進国と地理的に離れている 64 275 128 75 26 40 608 2.52
日本の生活習慣や文化的な違いに
なじめない 110 303 92 48 15 40 608 2.21
日本ではこどもの教育に不安がある 73 244 124 68 23 76 608 2.47
日本では配偶者の就業場所を見つ
けることが困難 94 292 106 45 7 64 608 2.21
入国手続きや滞在手続きなど事務
作業が煩雑 70 225 149 51 20 93 608 2.47
日本の生活費が高く暮らしにくい 96 307 111 48 10 36 608 2.24
外国人が日本でポストを見つけるこ























る 189 573 148 69 5 55 1039 2.11
所属機関は人材のやる気を引き出
せる 129 480 246 100 20 64 1039 2.39
所属機関は新しい研究領域を開拓
できる 237 603 108 40 4 47 1039 1.96
所属機関は新しい文化を取り入れら
れる 216 568 128 56 9 62 1039 2.05
所属機関は論文等の業績が少ない
研究者等の転出を促せる 93 343 274 170 34 124 1038 2.69
流動性は研究者本人のキャリアアッ
プにつながる 169 521 181 83 9 76 1039 2.21
研究者の給与が上がる 36 165 435 188 60 155 1039 3.08




162 615 146 44 12 60 1039 2.11
研究者が異分野との研究者と交流
できる 217 609 118 40 10 45 1039 2.01
研究者が新しい研究領域を開拓で
きる 185 563 177 48 6 60 1039 2.11
研究者本人が新しい文化を取り入
れられる 165 600 160 49 5 60 1039 2.11
周囲の研究者が新しい文化を取り
入れられる 128 599 181 53 4 74 1039 2.18  
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問２４　流動性増加のデメリット



















くなる 150 581 154 79 21 54 1039 3.77
所属機関のノウハウが流出しやすく
なる 220 499 160 87 19 54 1039 3.83
長期の研究計画の設定が困難にな
る 194 513 187 88 14 43 1039 3.79
研究テーマの継続性が失われやす




140 368 268 159 34 70 1039 3.43
長期的な基礎研究の実施が難しくな
る 197 450 199 126 16 51 1039 3.69
異動によって研究者の収入が減る 25 128 496 174 32 184 1039 2.93
研究者が退職金で不利になる 130 343 255 96 14 201 1039 3.57
研究者が年金や保険の面で不利に
なる 103 314 292 94 22 214 1039 3.46
研究者が昇任の面で不利になる 43 212 387 194 36 167 1039 3.04















































が高い 119 539 253 56 3 69 1039 3.74
海外の著名な研究者の下で研究が
できる 254 623 78 20 1 63 1039 4.14
研究施設や研究設備が日本より充
実している 149 473 262 67 3 85 1039 3.73
日本に比べ海外には多くのポストが
見つかる 68 318 350 104 16 183 1039 3.37
日本に比べ研究費が潤沢で研究に
専念できる 116 395 304 65 6 153 1039 3.62
海外の方が日本よりも研究環境が
よい 45 190 433 208 28 135 1039 3.02
海外に方が日本よりも給与水準が
高い 46 225 391 154 13 210 1039 3.17
海外では、研究成果と能力に応じて




223 583 128 37 6 62 1039 4.00
キャリアアップにつながる 218 632 111 15 2 61 1039 4.07
研究対象が現地に存在している 87 346 321 84 21 180 1039 3.46
海外でキャリアを積むことが日本の












































ルが高い 42 286 51 14 2 395 3.90
著名な研究者の下で研究できる 23 169 146 42 2 382 3.45
研究施設や研究設備が充実してい
る 22 228 118 22 3 393 3.62
外国人研究者の受け入れ制度が充
実している 9 132 161 78 8 388 3.15
日本は研究費が潤沢で研究に専念
できる 6 73 194 84 16 373 2.92
日本は治安がよく生活しやすい 67 258 51 14 1 391 3.96
日本の方が給与が高い 41 153 135 33 4 366 3.55
日本の大学や研究機関に適当なポ
ストがある 5 115 164 73 15 372 3.06
能力に応じて昇進できるシステムが
ある 0 22 170 137 39 368 2.48
日本の人事評価が公平である 1 18 160 143 46 368 2.41
外国にポストがなく、仕方なく日本に
























獲得 154 217 15 1 1 7 395 4.35
出身国や他国の研究機関や研究者
による招聘 102 236 37 7 1 12 395 4.13
当初より他国での研究活動を希望 41 216 91 15 1 31 395 3.77
他国の研究施設・研究設備の充実 25 159 140 32 2 37 395 3.48
研究活動で日本語を使わなければ
ならない 38 147 120 61 8 21 395 3.39
研究業務の事務手続きが煩雑で煩
わしい 42 148 110 47 5 43 395 3.50
任期付雇用契約のため将来が不安 72 207 64 25 2 25 395 3.87
競争的資金の獲得が困難 48 172 114 22 5 34 395 3.65
日本の生活習慣になじめない 37 176 111 36 6 29 395 3.55
日本ではこどもの教育面で不安が
ある 45 164 97 38 4 47 395 3.60
配偶者の就業場所を見つけるのが
困難 46 195 73 30 2 49 395 3.73
日本人との人間関係を構築するの
が困難 20 142 134 61 6 32 395 3.30
滞在許可等の事務手続きが煩雑 35 152 100 34 7 67 395 3.53
生活費が高く暮らしにくい 50 235 69 20 2 19 395 3.83
日本では希望するポストに就くこと
が困難 72 226 60 9 2 26 395 3.97
外国人に対する人事評価制度が適
切でない 50 149 117 25 3 51 395 3.63
もともと一時的な計画での来日だっ
た 118 187 59 4 0 27 395 4.14  
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